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販売⽤資料販売⽤資料 |   2025年11⽉

ライフ・ジャーニー
（かしこく育てるコース）（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）

愛称:最⾼の⼈⽣の描き⽅

「当ファンドの特徴、市場動向、運⽤状況等について」

本資料の内容
1. 中⻑期的な⽬標リターン*として

短期⾦利相当分＋年3%程度を⽬指す分散投資
2. 機動的な資産配分変更
3. ライフステージに合わせて選べる3つのコース
4. ⾜元の市場動向と⾒通し（株式・債券・リート）
5. 運⽤経過、今後の運⽤⽅針と⾒通し

＊⽬標リターン（短期⾦利相当分＋年3％程度）は⼀定の収益を得ることができる運⽤を意味するものではなく、またその達成を⽰唆あるいは保証するものではありません。
「短期⾦利相当分＋年３％程度」は、各コースの信託報酬および各コースが投資対象とする外国投資信託の運⽤報酬等控除後のものです。
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1. 中⻑期的な⽬標リターンとして短期⾦利相当分＋年3%程度を⽬指す分散投資①

 「ライフ・ジャーニー（かしこく育てるコース）（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）」（以下、当ファンド）は
中⻑期的なリスク⽔準⽬標（年8％〜12％）に対して、中⻑期的な⽬標リターンとして短期⾦利相当分+年3％程度を
⽬指して運⽤を⾏います。

 設定⽇（2018年5⽉16⽇）から約7年が経過し、（かしこく育てるコース）の年率リターンは約7.3%のパフォーマンスと
なっています（2025年10⽉24⽇現在）。

＜基準価額と純資産総額の推移＞
2018年5⽉16⽇（設定⽇）〜2025年10⽉24⽇、⽇次

＜基本資産配分＞
2025年9⽉末現在

（年/⽉）

（円）

（注1）基準価額は1万⼝当たり、信託報酬控除後です。（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）の基準価額の推移は、それぞれ期間中累計で2,318円、4,175円の分配後の数値です。
（かしこく育てるコース）は2025年10⽉24⽇現在において分配を⾏っておりません。

（注2）2025年9⽉末現在の基本資産配分は純資産総額を100％として算出した⽬標値であり、今後変更される場合があります。数値は四捨五⼊の関係上、合計が100％にならない場合があります。
（出所）ブラックロックのデータを基に委託会社作成

（億円）
（かしこく育てるコース）

左軸 16,935円

（かしこく使うコース）
左軸 13,649円

（充実して楽しむコース）
左軸 10,985円

純資産総額（3コース合計）
右軸 978億円

2025年10⽉24⽇現在

（充実して楽しむコース）
（かしこく使うコース）

（かしこく育てるコース）

外国債券
27.0％

国内株式
18.0％

外国株式
45.0％

株式
約6割

債券
約3割

リート
1割

国内リート
5.0％

外国リート
5.0％

※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは17-18ページおよび投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。



33
※最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」

を必ずご覧ください。

販売⽤資料

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

05/9 10/9 15/9 20/9 25/9

短期⾦利 消費者物価指数 （ご参考）短期⾦利＋3%程度

1. 中⻑期的な⽬標リターンとして短期⾦利相当分＋年3%程度を⽬指す分散投資②

 「短期⾦利相当分＋年3％程度」を⽬指していることから、物価が上昇し、⾦利が上昇する場合には、中⻑期的な⽬標リ
ターンは短期⾦利の上昇分に応じて、上昇することになります。

＜⽇本の物価⽔準と短期⾦利の推移＞
2005年9⽉〜2025年9⽉、⽉次

（年/⽉）

（％）

（注）消費者物価指数は⽣鮮⾷品除く総合（前年同⽉⽐）、短期⾦利は各⽉末の無担保コールオーバーナイト物レート（TONA）。
（出所）総務省、⽇本銀⾏のデータを基に委託会社作成
※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

＜中⻑期的な⽬標リターンのイメージ＞

3%
程度

短期⾦利

＋ ＋
＋

3%
程度

3%
程度

低下← →上昇

⽬標リターン

⽬標リターン
上昇

※ 上記はイメージです。

⽬標リターン
低下
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世界最⼤級の運⽤会社ブラックロックが実質的に運⽤

 実質的に運⽤を担当するブラックロックは世界最⼤級の運⽤会社であり、世界各国で退職後の⼈⽣を豊かにするための資
産運⽤サービスの提供において豊富な経験を有します。

 ブラックロックは資産運⽤とリスクマネジメントの分野において⾦融業界にイノベーションを起こすグローバル企業として、世界の主
要な⾦融機関、年⾦基⾦、財団、公的機関、個⼈投資家のお客さまに幅広いサービス・商品を提供しています。

 ブラックロックのマルチアセット運⽤では、世界のさまざまな投資対象の投資機会を⾒極め、運⽤環境の変化に応じた資産配
分を⾏うことにより、より良い投資成果をあげることを⽬指します。

（出所）ブラックロックのデータを基に委託会社作成
※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

 ⾼いリスク管理能⼒と幅広く優れた運⽤能⼒により、運⽤
資産残⾼で世界第1位

 ⾼齢化とリタイアメントの問題を世界的な最重要課題の
ひとつと位置づけ

（注1）2023年12⽉31⽇現在。
（注2）1⽶ドル140.980円で計算。
（出所）ブラックロックのデータを基に委託会社作成

運⽤資産残⾼

第1位

約1,411兆円

世界の運⽤機関資産残⾼ランキング
運⽤資産残⾼運⽤機関名
約1,411兆円ブラックロック1
約1,211兆円バンガード・グループ2

約646兆円フィデリティ・インベストメンツ3
約582兆円ステート・ストリート・グローバル4
約482兆円J.P.モルガン・チェース5
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（注1）上記のETFは組⼊投資信託をシェアクラスとして含む「ブラックロック・エンハンスト・ストラテジック・アロケーション・ファンド」の投資銘柄です。
（注2）構成⽐を⽰す⽐率は、「ブラックロック・エンハンスト・ストラテジック・アロケーション・ファンド」の純資産総額を100％として計算した値です。

＜資産構成⽐率の推移＞
2018年5⽉末〜2025年9⽉末、⽉次

（出所）ブラックロックのデータを基に委託会社作成

■ 現⾦等

■ i シェアーズ ⽶国リートETF

■ i シェアーズ・コア JリートETF

■ i シェアーズ⽶ドル建て投資適格社債ETF（為替ヘッジあり）

■ i シェアーズ ブロード ⽶ドル建てハイイールド社債 UCITS ETF＊

■ i シェアーズ・コア⽶国債7-10年ETF（為替ヘッジあり）

■ i シェアーズ・コア MSCI新興国株ETF

■ i シェアーズ・コア MSCI先進国株（除く⽇本）ETF

■ i シェアーズ MSCI⽇本株最⼩分散ETF

■ i シェアーズ・コア TOPIX ETF

 投資対象とする各資産について、今後の中⻑期の期待リターンとリスクを推定し、ポートフォリオを構築します。構築にあたっては、
⽇本の⾦利環境や資産の組合せによる分散効果、投資対象の取引コスト等を考慮して資産配分の最適化を⾏います。

 市場動向等に応じて投資対象とする資産の配分を機動的に変更することで、安定的な収益の確保を⽬指しています。

※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

リート

債券

株式

主要中央銀⾏が⾦融緩和政策に転換したことや景
気減速懸念が増したことなどを背景に、⽶国投資適
格社債を引き下げ、⽶国債を引き上げ（2024/5）

2. 機動的な資産配分変更

良好な企業決算や底堅い経済指標などがリスク性
資産を下⽀えするとみて、⾮保有としていたハイイー
ルド社債を買戻し（2025/3）

⽶国の関税政策や政府債務に対する信認がゆらぐ状況下、リスク
性資産やデュレーションリスク（⾦利変動リスク）の増加に慎重な
スタンスとし、現⾦等の保有を増やした（2025/6-8）
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 「ライフ・ジャーニー」には、お客さまの現在や将来のさまざまなニーズにお応えできるよう、タイプの異なる3つのコースをご⽤意
しています。お客さまの⼤切な資産を「育てる」だけでなく、「使う」もしっかりサポートします。

 「ライフ・ジャーニー」では、お客さまのライフステージやニーズの変化に合わせてコースをスイッチング*することができます。
 各コースとも、⼤切な資産を「育てる」ために、中⻑期的な観点から、安定的な収益の確保を⽬指します。

＊スイッチングとは、保有しているファンドの換⾦による⼿取額をもって、他のファンドを買い付けることをいいます。
（注）販売会社によっては、スイッチングを⾏わない場合があります。また、⼀部のコースのみの取扱いとなる場合があります。くわしくは販売会社にお問い合わせください。

※ 上記はイメージであり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

3. ライフステージに合わせて選べる3つのコース①

（充実して楽しむコース）（かしこく使うコース）（かしこく育てるコース）

投資資⾦の
推移と分配等の

イメージ例

 やりたいことや、⾏きたいところがたくさんある
ので、これまで頑張ってきた分、⾃分や家
族・友⼈のために有意義に使う資⾦にした
い。

 でも、⼤切なお⾦だから、上⼿に計画的に
使いたい。

 ⾃由な時間が増えてきたので、これからは
⾃由な時間を満喫したい。

 毎⽇をもっと楽しくするために、もう少し使え
るお⾦を増やしたい。

 でも、まだまだ⼈⽣は⻑いし、少しずつ楽し
みたい。

 まだまだ元気だし、すぐに資産を取り崩すの
ではなく、じっくり育てたい。

 無理はしないで資産を⼤事に育てることを
意識したい。

こんな⽅に
おすすめ

かしこく育てて

かしこく使って

充実して楽しむ

各コース間は、⼿数料なしで、いつでもスイッチングしていただくことができます。

スイッチング スイッチング
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資産を取り崩して、ゆとりある⽣活を送る
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資産を運⽤しながら取り崩す
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将来に備えて増やす
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（かしこく育てるコース） （かしこく使うコース） （充実して楽しむコース）

分配を極⼒抑制します。 公的年⾦が⽀払われない奇数⽉
（毎年1⽉、3⽉、5⽉、7⽉、9⽉、11⽉）に分配を⾏います。

（注1）基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。
（注2）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。
（注3）分配⾦は1万⼝当たりの⾦額です。（かしこく育てるコース）は2025年10⽉24⽇現在において分配を⾏っておりません。

税引前分配⾦
再投資基準価額

税引前分配⾦
再投資基準価額

基準価額 基準価額

基準価額

＜基準価額の推移と分配の頻度＞
2018年5⽉16⽇（設定⽇）〜2025年10⽉24⽇、⽇次

（年/⽉）

（円）

（年/⽉）

（円）

（年/⽉）

（円）

設定来累計分配⾦額
2,318円

設定来累計分配⾦額
4,175円

 （かしこく育てるコース）は、すぐに使う予定のない資⾦の運⽤など、次のステージに向けて準備したい⽅向け、（かしこく使う
コース）（充実して楽しむコース）は、⽼後のセカンドライフにおいて、ニーズに応じて運⽤しながら取崩し⽅・使い⽅を選びた
い⽅向けのコースです。

※ 上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは17-18ページおよび投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

⽬標分配率を年3%（各決算時0.5％）相当 ⽬標分配率を年6%（各決算時1％）相当

3. ライフステージに合わせて選べる3つのコース②
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0

1,000

2,000

3,000

5年経過 10年経過 15年経過 20年経過 25年経過 30年経過

※ 上記は⼀定の前提条件に基づきシミュレーションを⾏ったものであり、実際の投資成果ではありません。 また、将来の成果を⽰唆あるいは保証するものでもありません。

取崩⽅法の⼯夫で
資産寿命を延ばす

定率だと30年で
約1,200万円残ります

23年余りでゼロ運⽤しないと
16年余りでゼロ

①運⽤せずに⼀定⾦額
を取り崩した場合

③運⽤しながら⼀定割合
を取り崩した場合

②運⽤しながら
⼀定⾦額を
取り崩した場合

（万円）

 保有資産を運⽤せずに取り崩して使うと、いずれ資産はゼロになりますが、運⽤しながら使うことで資産の寿命を延ばすこと
が期待されます。

 収益率が低下したり経過年数に従って資産残⾼が減少する場合の取崩⼿段としては、あらかじめ決められた⾦額を取り崩す
よりも、その時の資産残⾼の⼀定割合を取り崩す定率分配の⽅が取崩額も少なくなることから、資産の寿命を延ばす効果が
期待されます。

シミュレーションの前提条件︓スタート時点の資産残⾼3,000万円*
①運⽤せずに⼀定⾦額を取り崩した場合︓スタート時点の資産残⾼の1.0%（30万円）を隔⽉で取崩し（年間180万円）
②運⽤しながら⼀定⾦額を取り崩した場合︓年率3％運⽤、スタート時点の資産残⾼の1.0％（30万円）を隔⽉で取崩し（年間180万円）
③運⽤しながら⼀定割合を取り崩した場合︓年率3％運⽤、資産残⾼の1.0％相当額を隔⽉で取崩し（年6%）
＊資産残⾼3,000万円は、勤労者世帯の平均貯蓄額（1,579万円）と平均退職給付額（1,896万円）の合計3,475万円を参考に設定したもの。
（出所）総務省「家計調査報告2024年（令和6年）」、厚⽣労働省「令和5年就労条件総合調査」のデータを基に委託会社作成

＜取崩⽅法別の資産残⾼のシミュレーション＞

資産寿命を延ばす“定率分配”のしくみ
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 設定時（2018年5⽉）、（かしこく使うコース）に4,000万円投資し、2025年9⽉まで運⽤を継続した場合、隔⽉平均
21万円程度*の分配⾦（税引前）受取後も、資産残⾼は投資⾦額を上回っています。

 （かしこく使うコース）を活⽤し、分配⾦を受け取りながら運⽤を継続することで、運⽤せず取り崩す場合に⽐べて、
資産枯渇のリスクを減らすことが期待されます。
＊決算時の資産残⾼が投資⾦額と同程度の場合、（かしこく使うコース）の分配⾦は各決算時に平均で21万円程度となりました。
＜前提条件＞運⽤ありは、スタート時点の投資⾦額（資産残⾼）4,000万円を（かしこく使うコース）で運⽤（⽬標分配率年3%（各決算時0.5％）相当）した場合、

運⽤なしは、各取崩⽇の資産残⾼に年3%（各決算時0.5％）相当を取り崩した場合。

（年/⽉）

当初資産残⾼
4,000万円

分配⾦受取総額
累計約927万円

（万円）

＜2025年9⽉30⽇現在＞＜運⽤の有無による資産残⾼と分配⾦受取額・取崩額のシミュレーション＞
2018年5⽉16⽇（設定⽇）〜2025年9⽉30⽇、⽇次

（注1）上記シミュレーションで使⽤した（かしこく使うコース）の基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。購⼊時⼿数料は考慮していません。
（注2）初回分配⽇・取崩⽇は2018年9⽉18⽇です。分配⽇・取崩⽇は毎年1⽉、3⽉、5⽉、7⽉、9⽉、11⽉の15⽇、休業⽇の場合は翌営業⽇。
（注3）分配⾦受取総額・取崩総額は、投資⾦額4,000万円（4,000万⼝）に対する分配⾦・取崩額の累計です。分配⾦受取総額について税⾦等は考慮しておりません。
（注4）四捨五⼊の関係上、合計が合わない場合があります。
※ 上記は⼀定の前提条件に基づきシミュレーションを⾏ったものであり、実際の投資成果ではありません。また、将来の成果を⽰唆あるいは保証するものでもありません。
※ ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは17-18ページおよび投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

▬ 運⽤あり分配⾦（右軸）▬ 運⽤なし取崩額（右軸）

━ 運⽤あり資産残⾼（左軸）

━ 運⽤なし資産残⾼（左軸） 取崩総額
累計約776万円

当初資産残⾼
4,000万円

（万円）

運⽤益（分配⾦含む）
累計約2,238万円

運⽤益
累計0万円

（運⽤あり） （運⽤なし）

（かしこく使うコース）で運⽤
した場合の資産残⾼
約5,311万円

運⽤せず取り崩した
場合の資産残⾼

約3,224万円

シミュレーション︓（かしこく使うコース）の設定来実績に基づく例
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グローバル株式
グローバルリート
グローバル債券

株式

債券

リート

今後、⽶トランプ政権の政策や地政学的リスクの状況次第
では、株式市場は短期的に市場のボラティリティ（価格変
動性）は⾼い展開が続く可能性があるとみています。⼀⽅、
底堅い経済指標や企業決算などによるリスク性資産の押し
上げが期待されます。

新興国株式については、⽶トランプ政権の通商政策等を受
けてボラティリティの⾼い展開が続きやすいとみています。

主要中央銀⾏の緩和的な⾦融政策を背景に、⾦利上昇
圧⼒は弱まるが、慎重な⾦利リスクの調整が必要とみられ
ます。

社債市場は、安定的な推移を⾒込んでいますが、リスクオフ
局⾯ではハイイールド社債などが売られやすいため、市場
動向を注視してまいります。

先進国リート市場においては、⾦利裁定資産として引き続
き主要国・地域の⻑期⾦利の動向と、市場参加者による
株式等のリスク性資産からの⼊替需要の動向に左右され
るとみています。

（注）グローバル株式はMSCI AC ワールドインデックス（配当込み、円ベース）、
グローバル債券はブルームバーグ・グローバル総合インデックス（円ヘッジベース）、
グローバルリートはS&Pグローバルリート指数（配当込み、円ベース）。
いずれも当ファンドのベンチマークではありません。

（出所）Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

＜各資産の推移＞
2018年5⽉16⽇〜2025年10⽉24⽇、⽇次

（年/⽉）

（ポイント）

※2018年5⽉16⽇を100として指数化。

※上記は過去の実績、当資料作成時点の⾒通しであり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。⾒通しは今後、予告なく変更する場合があります。

4. ⾜元の市場動向と⾒通し（株式・債券・リート）
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引き続き、株式のウェイトをやや⾼めで維持した⼀⽅、債券のウェイトをやや抑制気味としました。株式においては、先
進国や⽇本株式を中⼼として保有した⼀⽅、新興国株式も⼀定の資産配分を維持しています。リートに関しては、利
回り追求の動きを意識して資産配分を維持しています。

ポートフォリオでは、実体経済動向や⾦融政策動向、投資対象とする各資産のバリュエーション（投資価値評価）等に
留意しつつ、中⻑期的な⽬標リターンの獲得にむけて、慎重なリスク量の管理を⾏いながら、資産配分⽐率の調整
を実施していく⽅針です。

前述の各資産の市場動向と⾒通しに基づき、投資対象とする各資産の配分を機動的に変更することで、安定的な収
益の確保が期待されます。

※上記は過去の実績および当資料作成時点の運⽤⽅針と⾒通しであり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。今後、予告なく変更する場合があります。

5. 運⽤経過、今後の運⽤⽅針と⾒通し
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ファンドの特⾊
1. 「退職世代（年⾦世代）とその準備世代」のさまざまな資産活⽤ニーズに対応します。資産成⻑と資⾦払出の割合の違いによる、3つのコー

スからご選択いただけます。また、各コース間でスイッチングが可能です。
●世界各国の株式、債券および不動産投資信託（リート）等に分散投資します。
●中⻑期的な⽬標リターンとして短期⾦利相当分＋年3％程度※を⽬指して資産配分を⾏います。
※⽬標リターン（短期⾦利相当分＋年3％程度）は⼀定の収益を得ることができる運⽤を意味するものではなく、またその達成を⽰唆ある
 　いは保証するものではありません。
※各コースの信託報酬および各コースが投資対象とする外国投資信託の運⽤報酬等控除後のものです。
●（かしこく育てるコース）は、年2回（原則として毎年3⽉および9⽉の15⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⾦額を決
 　定します。分配を極⼒抑制するとともに、信託財産の安定的な成⻑を⽬指します。
●（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）は、年6回（原則として毎年1⽉、3⽉、5⽉、7⽉、9⽉、11⽉の15⽇。休業⽇の場
 　合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配を⾏います。
 　（かしこく使うコース）は、⽬標分配率を年3％（各決算時0.5％）相当とし、⽬標分配率に応じた分配（資⾦払出）を⾏うことを
 　⽬指します。（充実して楽しむコース）は、⽬標分配率を年6％（各決算時1％）相当とし、⽬標分配率に応じた分配（資⾦払出）
 　を⾏うことを⽬指します。
※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

＜ご留意いただきたい事項＞
●⽬標リターンについて
・⽬標リターン（短期⾦利相当分＋年3％程度）は⼀定の収益を得ることができる運⽤を意味するものではなく、またその達成を⽰唆ある
  いは保証するものではありません。
・⽬標リターンに⽤いる短期⾦利は、2025年3⽉末現在、1ヵ⽉TONA（複利）を基に算出するものを指しますが、市場環境に応じて類
　似の指標を⽤いることがあるほか、予告なく変更する場合があります。
●⽬標分配率について
・⽬標分配率とは、基準価額に対する分配率の⽬安を⽰すものであり、実際の⽀払額を保証するものではありません。また、各コースの利回
  りを⽰唆あるいは保証するものではありません。
・⽬標分配率は、各コースの決算⽇の基準価額に対する⽐率となります。
・（充実して楽しむコース）は、中⻑期的な⽬標リターンを達成した場合においても、それよりも多くを分配（資⾦払出）するため、実質投
  資元本の取崩しとなります。そのため投資元本は⼩さくなり、結果的に概ね分配の都度分配⾦の⾦額は⼩さくなっていきます。
●分配⾦について
・（かしこく使うコース）および（充実して楽しむコース）の分配⾦は、投資収益にかかわらず⽬標分配率に応じて払い出すため、投資収
  益が⽬標リターンを下回る場合には、分配⾦の⼀部または全部が元本取崩しによって充当されます。

2. 実質的な運⽤は、運⽤資産残⾼で世界最⼤級の運⽤会社であるブラックロック＊が⾏います。
●投資対象とする外国投資信託の運⽤は、ブラックロック・アセット・マネジメント・ノース・アジア・リミテッドが⾏います。
　 ＊ブラックロック・アセット・マネジメント・ノース・アジア・リミテッドを含むブラックロック・グループを指します。
●外国投資信託は、主として上場投資信託証券（ETF）への投資を通じて世界各国の株式、債券および不動産投資信託（リート）
 　等に分散投資します。
●各資産への投資割合は、各資産についてブラックロックが推計する中⻑期的に期待される収益率およびリスク等を基に最適化を⾏い、変
 　動リスク⽔準があらかじめ定めた⽬標程度となるように決定されます。また、変動リスク⽔準が⽬標から⼤きく外れる場合は、資産配分を
 　機動的に⾒直す、あるいは現⾦⽐率を⾼める場合があります。

※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。



1313
※最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」

を必ずご覧ください。

販売⽤資料

投資リスク
基準価額の変動要因

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているもの
　 ではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
●運⽤の結果として信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
●投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
●当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。

■ 株式市場リスク
【株価の下落は、基準価額の下落要因です】
内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、
個々の株式の価格はその発⾏企業の事業活動や財務状況等によって変動し、株価が下落した場合はファンドの基準価額が下落する要因と
なります。

■ 債券市場リスク
【債券の価格の下落は、基準価額の下落要因です】
⼀般に債券は内外の経済情勢等の影響による⾦利の変動を受けて価格が変動します。通常、⾦利が上昇すると債券価格は下落します。ま
た、格付けが引き下げられる場合も債券価格が下落するおそれがあります。債券価格の下落はファンドの基準価額が下落する要因となりま
す。なお、価格の変動幅は、債券の種類、格付け、残存期間、利払いのしくみの違い等により、債券ごとに異なります。

■ 不動産投資信託（リート）に関するリスク
【リートの価格の下落は、基準価額の下落要因です】
リートの価格は、不動産市況や⾦利・景気動向、関連法制度の変更等の影響を受け変動します。また、リートに組み⼊れられている個々の
不動産等の市場価値や賃貸収⼊、個々のリートの事業活動や財務状況等によっても価格が変動します。これらにより、ファンドが組み⼊れて
いるリートの価格が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

■ 信⽤リスク
【債務不履⾏の発⽣等は、基準価額の下落要因です】
ファンドが投資している有価証券や⾦融商品において債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合、またはその発⾏体が経営不安や倒産等
に陥った場合には、当該有価証券や⾦融商品の価格が下がったり、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基
準価額が下落する要因となります。

■ 為替変動リスク
【部分的な為替ヘッジにより、円⾼が基準価額に与える影響は軽減されます】
ファンドは外貨建資産の⼀部について、原則として為替ヘッジ付きの外国投資信託を組み⼊れます。
為替ヘッジが⾏われていない部分については為替変動の影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇す
る場合であっても、当該現地通貨が対円で下落する（円⾼となる）場合、円ベースでの評価額が下落し、基準価額が下落することがありま
す。
為替ヘッジが⾏われている部分については為替変動の影響を受けますが、原則として対円での為替ヘッジを⾏うため、その影響は限定的と考
えられます。ただし、完全に為替変動リスクを回避することはできません。対円での為替ヘッジ⽐率は、資産配分の調整に伴い変動します。な
お、円⾦利がヘッジ対象通貨の⾦利よりも低い場合、その⾦利差相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。また、需給要因等によっ
ては⾦利差相当分以上にヘッジコストがかかる場合があります。

■ カントリーリスク
【投資国の政治・経済等の不安定化は、基準価額の下落要因です】
海外に投資を⾏う場合には、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投資した資⾦の回収が
困難になることや、その影響により投資する有価証券等の価格が⼤きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。
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投資リスク
■ 流動性リスク

【市場規模の縮⼩・取引量の低下により、不利な条件での取引を余儀なくされることは、基準価額の下落要因です】
有価証券等を⼤量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮⼩や市場の混乱
が⽣じた場合等に、⼗分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあります。これらはファンドの基
準価額が下落する要因となります。

その他の留意点
● ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等

に、⼀時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換⾦申込みの受付けが中⽌となる可能性、既に受け付けた換⾦申込みが取り消し
となる可能性、換⾦代⾦のお⽀払いが遅延する可能性等があります。
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普通分配⾦
元本払戻⾦

（特別分配⾦）
分配⾦⽀払後

基準価額
個別元本

元本払戻⾦
（特別分配⾦）
分配⾦⽀払後

基準価額
個別元本

＊420円
（③＋④）

配当等収益①20円

＊80円

期中収益
（①＋②）50円

＊50円
＊500円

（③＋④）

※ 元本払戻⾦（特別分配
⾦）は実質的に元本の⼀
部払戻しとみなされ、その⾦
額だけ個別元本が減少しま
す。また、元本払戻⾦（特
別分配⾦）部分は⾮課税
扱いとなります。

分配⾦

（注）分配対象額は、①経費控除後
の配当等収益および②経費控
除後の評価益を含む売買益な
らびに③分配準備積⽴⾦およ
び④収益調整⾦です。分配⾦
は、分配⽅針に基づき、分配対
象額から⽀払われます。

※ 左記はイメージであり、実際の分配
⾦額や基準価額を⽰唆するもので
はありませんのでご留意ください。

（前期決算⽇から基準価額が上昇した場合） （前期決算⽇から基準価額が下落した場合）

（分配⾦の⼀部が元本の⼀部払戻しに相当する場合） （分配⾦の全部が元本の⼀部払戻しに相当する場合） 普通分配⾦︓
個別元本（投資者のファンドの購⼊価
額）を上回る部分からの分配⾦です。
元本払戻⾦（特別分配⾦）︓
個別元本を下回る部分からの分配⾦
です。分配後の投資者の個別元本は、
元本払戻⾦（特別分配⾦）の額だけ
減少します。

（注）普通分配⾦に対する課税については、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の「⼿続・⼿数料等」の「ファンドの費⽤・税⾦」をご参照ください。

ファンドで分配⾦が
⽀払われるイメージ ファンドの純資産

 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われます
ので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がります。

 分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その場合、
当 期 決 算 ⽇ の 基 準 価 額 は 前 期 決 算 ⽇ と ⽐ べ て 下 落 す る こ と に な り ま す 。 ま た 、 分 配 ⾦ の ⽔ 準 は 、 必 ず し も 計 算 期 間 に お け る フ ァ ン ド の 収 益 率 を
⽰すものではありません。

 投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

（計算期間中に発⽣した収益を超えて⽀払われる場合）

前期決算⽇
＊分配対象額500円

当期決算⽇分配前
＊50円を取崩し

10,500円

当期決算⽇分配後

10,450円

＊分配対象額450円

10,550円

前期決算⽇
＊分配対象額500円

当期決算⽇分配前
＊80円を取崩し

10,500円

当期決算⽇分配後

10,300円

＊分配対象額420円

10,400円

分配⾦
100円

分配⾦
100円

＊450円
（③＋④）

＊500円
（③＋④）

投資者の
購⼊価額

（当初個別元本）

投資者の
購⼊価額

（当初個別元本）

分配⾦に関する留意事項
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お申込みメモ
購⼊単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額

購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
購⼊代⾦

販売会社の定める期⽇までにお⽀払いください。
換⾦単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額

換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦代⾦

原則として、換⾦申込受付⽇から起算して7営業⽇⽬からお⽀払いします。
信託期間

無期限（2018年5⽉16⽇設定）
繰上償還

●各ファンドの基準価額（1万⼝当たり。⽀払済み分配⾦を加算しません。）が2,000円を下回った場合、短期⾦融商品等による安定運⽤
　 に順次切換えを⾏い、基準価額が2,000円を下回った⽇の翌営業⽇から起算して3ヵ⽉以内に繰上償還します。
●各ファンドが投資対象とする外国投資信託が信託を終了した場合または外国投資信託の分配⽅針の変更により各ファンドの商品の同⼀性
　 が失われる場合には、繰上償還します。

また、以下の場合には、繰上償還をすることがあります。
●繰上償還をすることが受益者のため有利であると認めるとき
●各ファンドの残存⼝数が20億⼝を下回ることとなったとき
●その他やむを得ない事情が発⽣したとき

決算⽇
（かしこく育てるコース）
毎年3⽉、9⽉の15⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）
毎年1⽉、3⽉、5⽉、7⽉、9⽉、11⽉の15⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配
（かしこく育てるコース）
決算⽇に、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定します。委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。
（かしこく使うコース）（充実して楽しむコース）
決算⽇に、分配⽅針に基づき分配を⾏います。委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。
＜共通＞
分配⾦受取りコース︓原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、決算⽇から起算して5営業⽇⽬までにお⽀払いいたします。
分配⾦⾃動再投資コース︓原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、無⼿数料で再投資いたします。
※販売会社によってはいずれか⼀⽅のみの取扱いとなる場合があります。
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課税関係
●課税上は株式投資信託として取り扱われます。
●公募株式投資信託は税法上、⼀定の要件を満たした場合に限りNISA（少額投資⾮課税制度）の適⽤対象となります。
●当ファンドは、NISAの「成⻑投資枠（特定⾮課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、
 　販売会社にお問い合わせください。
●配当控除および益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。

お申込不可⽇
ありません。
※申込不可⽇は投資する投資信託が投資対象とするETFの変更等に伴い変更される場合があります。

スイッチング
販売会社によっては、各ファンド間でスイッチングを取り扱う場合があります。また、販売会社によっては⼀部のファンドのみの取扱いとなる場合があ
ります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤

〇 購⼊時⼿数料
購⼊価額に2.20％（税抜き2.00％）を上限として、販売会社毎に定める⼿数料率を乗じた額です。詳しくは販売会社にお問い合わ
せください。

〇 信託財産留保額
ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
○ 運⽤管理費⽤（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年1.133％（税抜き1.03％）の率を乗じた額です。
※投資対象とする投資信託の運⽤管理費⽤を含めた場合、最⼤年1.608％（税抜き1.48％）となります（投資対象とする投資
   信託が組⼊れを⾏っているETFの管理費⽤を含んでいます。管理費⽤は変動する場合があります。）。
   ただし、投資対象とする投資信託の運⽤報酬等は、料率が把握できる費⽤の合計であり、上記のほか、別途、受託報酬等がかかります。
   そのため、実質的な負担はこれらの報酬を加えたものとなります。
   また、年間最低報酬額や取引ごとにかかる費⽤等が定められている場合があるため、純資産総額の規模や取引頻度等によっては、上記の
   料率を上回ることがあります。
   上記の料率は、2025年6⽉13⽇現在で知り得る情報に基づくものであり、今後、変更される場合があります。

○ その他の費⽤・⼿数料
以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
●監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤
●有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
●資産を外国で保管する場合の費⽤　　　等
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。

※ 上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。
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税⾦
分配時

所得税及び地⽅税　配当所得として課税　普通分配⾦に対して20.315％
換⾦（解約）及び償還時

所得税及び地⽅税　譲渡所得として課税　換⾦（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※ 個⼈投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。法⼈の場合は上記とは異なります。
※ 外国税額控除の適⽤となった場合には、分配時の税⾦が上記と異なる場合があります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることを

お勧めします。
※ 少額投資⾮課税制度「愛称︓NISA（ニーサ）」をご利⽤の場合

少額投資⾮課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する⾮課税制度であり、⼀定の額を上限として、毎年、⼀定額の範囲
で新たに購⼊した公募株式投資信託等から⽣じる配当所得および譲渡所得が無期限で⾮課税となります。
ご利⽤になれるのは、販売会社で⾮課税⼝座を開設し、税法上の要件を満たした公募株式投資信託等を購⼊するなど、⼀定の条件に該
当する⽅が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

委託会社・その他の関係法⼈等
委託会社 ファンドの運⽤の指図等を⾏います。

　三井住友DSアセットマネジメント株式会社　　　⾦融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第399号
　加⼊協会　　 ︓　⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、
　　　　　　　　　　　　⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
　ホームページ　︓　https://www.smd-am.co.jp
　コールセンター ︓　0120－88－2976　［受付時間］午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）

受託会社 ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。
　株式会社ＳＭＢＣ信託銀⾏

販売会社 ファンドの募集の取扱い及び解約お申込の受付等を⾏います。
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販売会社

備考欄について

⼀
般
社
団
法
⼈
 

投
資
信
託
協
会

備考

ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○

販売会社名 登録番号

⽇
本
証
券
業
協
会

⼀
般
社
団
法
⼈
第
⼆
種
 

⾦
融
商
品
取
引
業
協
会

⼀
般
社
団
法
⼈
 

⽇
本
投
資
顧
問
業
協
会

⼀
般
社
団
法
⼈
 

⾦
融
先
物
取
引
業
協
会

※1
株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

○

北洋証券株式会社 ⾦融商品取引業者 北海道財務局⻑（⾦商）第1号 ○

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○

※2
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○

○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○

株式会社⻘森みちのく銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第1号 ○ ※3
※4

株式会社ＳＢＩ新⽣銀⾏（ＳＢＩ証券仲介） 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

株式会社イオン銀⾏（仲介） 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○

※5
株式会社ＳＢＩ新⽣銀⾏（マネックス証券仲介） 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○ ※4
ＰａｙＰａｙ銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第624号 ○ ○

○

株式会社⼭形銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第12号 ○

株式会社三井住友銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第54号 ○ ○

おかやま信⽤⾦庫 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第19号 ○ ※2

※1︓「ダイレクトコース」でのお取扱いとなります。※2︓新規の募集はお取り扱いしておりません。※3︓「かしこく育てるコース」、「かしこく使うコース」のみのお取扱いとなりま
す。※4︓委託⾦融商品取引業者　マネックス証券株式会社※5︓委託⾦融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券
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作成基準⽇︓2025年10⽉24⽇

 当資料のご利⽤にあたっての注意事項
● 当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
● 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来に関し述べられた運⽤⽅針・市場⾒通し

も変更されることがあります。当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正
確性・完全性を保証するものではありません。

● 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
● 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場

環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
● 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関

でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
● 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および契約締結前交付書⾯

等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、契約締結前交付書⾯等は販売会社にご請求くだ
さい。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が
優先します。


